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研究成果の概要（和文）：　本研究期間中、“Global Health and Human Rights Project”に参画し、健康権の国際判
例データベース（http://www.globalhealthrights.org/）の作成に関わるとともに、判例の分析を行った。また、“Mo
nitoring the Right to Health : A Multi-Country Study Project”に参画し、健康権の指標を用いて日本の健康権遵
守の状況のモニタリングを行うとともに、プロジェクトメンバーとともにプロジェクト成果をまとめ図書出版した。そ
の他、本研究課題に関して国内で論文発表及び学会報告も行った。

研究成果の概要（英文）：I took part in the Global Health and Human Rights Project which has been 
developed and managed by the Lawyers Collective and the O’Neill Institute for National and Global Health 
Law at Georgetown University and I have contributed in the set up a database 
（http://www.globalhealthrights.org/）. I also participated in Monitoring the Right to Health: A 
Multi-Country Study Project under the presidency of Dr. Brigit Toebes (Groningen University), and I 
monitored the right to health in Japan and published this research outcome with other project members. In 
addition, I have published several theses regarding this research theme and reported the outcomes at 
various meetings of academic societies.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

国際人権法は、その理論形成の段階から、

人権保障のための実施措置の整備とその有

効性確保を追求する段階へと移行している。

この点、人権を保障・促進する方法としては、

裁判等の司法救済を中心とした「司法アプロ

ーチ」と、人権を政策策定等のプロセスに含

めて、政策の実施を通じて人権を促進すると

いう「政策アプローチ」がある。従来の日本

の法学研究は前者のアプローチに焦点を当

てたものが多いが、近年、国際レベルでは後

者のアプローチに注目が集まり、人権指標を

開発・活用して、各国の人権の遵守状況や関

連政策の評価を行う研究が展開されている。 

 

２．研究の目的 

本研究は、社会権保障のための実施措置の

有効性確保を目的に、社会権の中でも最も司

法判断が難しく「司法アプローチ」による研

究の発展が求められ、一方で「政策アプロー

チ」による研究が進んでいる健康権を題材に、

「司法アプローチ」と「政策アプローチ」の

双方から、必要な基礎研究、すなわち、①健

康権に関する国際判例データベースの作成

と判例分析、及び②健康権の指標開発とそれ

に基づく各国のモニタリングを行うもので

ある。 

 

３．研究の方法 

 本研究は、次の 2つの枠組みで実施される。

すなわち、（１）国際人権法上の健康権の「司

法アプローチ」による研究、及び（２）国際

人権法上の健康権の「政策アプローチ」によ

る研究、である。 

 （１）については、主に、研究代表者が国

際共同研究プロジェクト Global Health and 

Human Rights Projectに参画して行うもの

であり、健康権に関する国際判例データベー

ス作成の協力、日本の関連裁判例の整理とサ

マリーの提供及びデータベースに掲載され

た判例の分析を行う。 

 （２）については、研究代表者が、「人権

指標研究会」（代表：棟居快行）の枠組みで、

健康権の指標を含む人権指標の国際機関及

び諸外国の実践及び理論の分析を行うとと

もに、Brigit Toebes 博士（蘭・Groningen

大学）が主宰する Monitoring the Right to 

Health: A Multi-Country Studyプロジェク

トに参画し、健康権の指標を活用して日本の

健康権遵守のモニタリングを行う。 

 

４．研究成果 

上記（１）の研究については、“Global 

Health and Human Rights Project”に参画

し、健康権の国際判例データベース

（http://www.globalhealthrights.org/）の作

成に関わるとともに、判例の分析を行った。

一方、日本の関連裁判例の翻訳及び紹介、並

びにデータベース上の各国の判例分析を通

した健康権の司法判断可能な内容と審査基

準の検討に関しては、今後も継続して実施し

ていく必要があり、今後の課題となった。 

（２）の研究については、「人権指標研究

会」の枠組みで、健康権の指標を含む人権指

標の国際機関及び諸外国の実践及び理論に

ついて、文献及びインターネット調査の他、

イングランド及びスコットランドの国内人

権機関並びに OHCHR の担当者へのインタ

ビューを通して分析及び検討を行い、その成

果を国際人権法学会のインタレストグルー

プ報告及び論文の形で発表した。また、

Monitoring the Right to Health : A 

Multi-Country Study Projectに参画し、健

康権の指標を用いて日本の健康権遵守の状

況のモニタリングを行うとともに、プロジェ

クトメンバーとともにプロジェクト成果を

まとめ図書出版した。 

その他、本研究課題に関連する論文及び著

書（共著）の発表も行った。 
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